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逆都市化時代（＝人口減少期）が始まろうとしてい

ます。

日本の人口は、2005年の上半期に出生者数が死亡

者数を下回り、日本人の絶対的減少が起こったと言え

ます。このまま7月以降12月まで同じ傾向が続くと、

2007年と言われていた人口減少の始まりが2005年

であったということになります。

今後、人口減少に歯止めをかけようと少子化政策が

本格的に実施されたとしても、実際に効果が現れるま

でには時間がかかります。日本全体の人口が現在の約

7割まで減少し、世界一の大都市圏である東京圏でも

人口減少が起こることは避けられない、いわば日本全

体の人口減少社会化を覚悟しなければなりません。

都市の人口が減ることに直接関係した問題として

は、例えば住宅需要の減少、空間利用の変化が考えら

れます。同時に、21世紀初めは、地方分権化の進行、

進展により、身近なところで都市における意思決定が

行われ、さらに市民参加型のまちづくりとして市民が

市の意思決定、計画立案あるいは事業の実施に参画す

るという機会が増えます。

このような社会の変化と人口減少とがかみ合って21

世紀前半の社会が形成される中で、都市を舞台にした

将来について今日は考えたいと思います。

◆ 世界の人口

－世界的に人口減少局面に－

日本の人口減少は、世界の傾向を先取りしていると

も言えます。はじめに人口減少についていくつかの角

度から、ポイントを挙げておきます。

図表2の世界の人口予測推移では、世界の人口は

2075年にピークを迎え92億人に、2100年には、

90億人に減少すると予測しています。世界各地域の

人口のピークは赤字で示しているとおり、アジア、中

南米、オセアニアは2075年頃にピークを迎え、欧州

では2000年がピークあるいはすでにピークを過ぎて

いる可能性があり、アフリカと北米を除くと今世紀に

世界の各地で人口がピークを迎えて、減少しはじめる

と予測しています。

国連の世界全体の人口予測では、2100年頃に約

90億人となり、世界の合計特殊出生率（1人の女性が

生涯に産む子どもの平均の数）が約2人に収斂し安定

化するという予測を立てています。

図表3で、第二次大戦後間もない1950年から100

年間の合計特殊出生率を見ますと、発展途上地域は

6.16という大きな合計特殊出生率から2.17まで小さ

くなっています。合計特殊出生率が2.06程度で人口

は安定するといわれていますので、発展途上地域の人

口は安定化に向っているといえます。

先進地域の合計特殊出生率の平均は現在1.5程度で、

すでに人口減少傾向にありますが、国連では先進地域

の人口は回復に向かうと予測しており、先進地域、発

展途上地域を問わず、2100年頃に人口は安定してい

くと予測しています。

◆ 日本の人口

－日本の総人口が70％になる勢い－

図表2の下から2段目の国連では、日本の人口は

2100年に約9000万人となると予測しています。

9000万人から少し回復して１億人程度としても

2000年と比較すると2700万人減少し、日本も人口

が安定する国の一員になると国連は予測しています。

ところが国立社会保障・人口問題研究所の予測で

は、2100年に4600万人という数字になっています。

予測値は幅を持たせ上中下の3種類の予測が提示され、

通常は上位と下位は極端な数字で中位に正解があると

思われますが、最近の人口予測にかぎっては、下の一

番控えめな下位の予測が当たっています。人口減少は

困るという立場からすると厳しい予測となりますが、

ピークの人口の4割に満たない約4600万人になると

いうドラスチックな予測です。

図表4は、日本の人口を歴史の中で見たグラフです。

西暦800年から日本はずっと増加してきており、まさ

に文明の発展とともにその国で暮らせる人が増えてく

るという大局的な見方を歴史が証明していることにな

ります。

日本の人口は江戸時代に3000万人強でしたが、明

治維新とともに産業革命の導入により工業化が急速に
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進み日本に住める人口が増加し、明治維新以降に人口

急増が起こり、まもなくピークに達しようとしています。

文明の発達とその国に住める人口が正比例するとい

う仮定に立てば、日本の文明は2005年で衰え始める

ということになります。しかし工業社会から情報化社

会に向かって新しい技術が開発され、医療でも新技術

が開発・応用されていることを考えると文明が衰えて

いるとはいえないでしょうから、「文明の発展が人口

の増加に結びつかない」という、従来の常識を覆す大

きなテーマが横たわっています。

図表4の左側の吹き出しは日本の人口のピーク前後
を詳しく描いています。1995年時点で15年後を見
るとグラフの行方は右上にありますので、人口が増え
ることを前提に都市の整備をするという発想になりま
すが、人口のピークが迫まっている現時点で20年後
を見るとグラフは右下にありますので、将来の人口が
減少することを意識するようになります。

人口をベースに種々の必要性を判断すると、各分野

で必要性が低くなる時代が来ており、人口減少にとど

まらず、さまざまな分野の将来像が10年前に描いた

将来像とは相当変わってくることになります。そうし

た日本の人口減少は合計特殊出生率に起因していま

す。

図表5の合計特殊出生率は3通り想定されています

が、高位推計値が最も重要で、安定する合計特殊出生

率の2.06程度をはるかに下回っています。高位推計

値でも日本の人口が大幅に減少していくことが予測さ

れます。

－人口減少は地域差を伴って進む－

日本の北から南まで、あるいは大都市から中小都市

まですべて同じように人口が減少するのかをポイント

で見ていきます。小泉内閣の都市再生のスローガンで

ある「稚内から石垣まで」には興味深いコントラスト

があります。

図表6のピンク線の稚内、黄色線の石垣は、2000

年時点で同じ人口規模にありますが、過去と未来を見

ると全く違う軌跡をたどっています。稚内は、縮小傾

向にあって将来も縮小していくという見通しに対し

て、石垣は、右肩上がりの成長路線にあります。

人口減少下で、しばらく将来の人口が増加していく

都市には二つのパターンがあります。一つは、沖縄、

九州南部の都市では出生率が高く、沖縄の中には都市

の合計特殊出生率が高い都市があります。子供が沢山

生まれて人口が維持、あるいは増加していくパターン

です。

二つ目は、東京都の多摩にある国立市では、現在、

人口が増加しています。社会増、流入によって人口が

増加する大都市に多いパターンです。地域によって自

然増と社会増の二つの増加要因があります。

それに対して人口減少が激しい都市は、2030年に

人口が2000年の4割程度になると予測されていま

す。歌志内、熊本の牛深、稚内などは、炭鉱の閉鎖や

立地が大都市から遠隔であるために雇用機会が減った

等の社会的不利な条件により人口が減少しています。

このように日本全体が人口減少下にあるといってもコ

ントラストがみられます。

図表7で稚内と石垣の変化を、1970年、2000年、

2030年と追いかけると、1970年は、65歳以上の

人口シェアが稚内は4.5％、石垣は5.9％ですが、

2000年には稚内の高齢化が急速に進んで石垣を抜い

ています。石垣では年少人口の減り方が比較的小さく、

15歳未満の人口シェアは2030年でも16％ですが、

稚内では9％台まで減少する見通しで、合計特殊出生率

が大きく影響を与えています。

図表8は、圏域別人口シェアの変化をグラフにして

います。黄色の南関東はシェアが高く右肩上がりです。

日本全体が人口減少化している中で東京のある南関東

ではシェアが増えて、他の圏域ではシェアは横ばい、

微減となっています。

図表9は、国立社会保障・人口問題研究所の2030

年の人口予測データをもとに、経済産業省の研究会が、

地域の産業を考慮した将来人口を推計しています。

2000年に対する割合は、東京都市圏は9割で1割減

少、全圏でも微減という結果です。図表の一番右の指

数のように、産業構造を加味して、強い産業、雇用力、

雇用吸収力を考慮すると、東京圏は生産性が増えてい

く可能性がありますが、10万人未満の都市圏は雇用

吸収力を加味しない時よりも人口が減少するおそれが

あります。平板な将来予測に対して、雇用の吸収力を

加味すると地域差が大きく表れます。
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―都市圏内では都市の拡散―

図表10は、都市の中心から郊外までの人口密度の

変化を見ています。1960年に国勢調査に取り入れら

れ45年の歴史がある、DID（人口集中地区）の人口

密度は、年々減少しています。日本の都市の住宅に少

しゆとりが出てきたと実感しますが、全体に人口密度

が低下していることが数字の上でも表われています。

図表11に代表的な都市として宇都宮都市圏を取り

上げています。右側のグラフは、宇都宮市役所の位置

から1キロ、2キロ、3キロと同じ円をつくって、人口

密度を計算したものです。最初の時期は、線が切り立

っていて、宇都宮市の中心に人が大勢集まり、少し郊

外に行くと人が住んでいない様子が分ります。線の傾

きが小さな2000年時点は、中心の密度がだんだん下

がって、郊外に裾野を広げ都市が拡散していることが

わかります。

図表12は、私が属している東大都市工学科で初め

て東京圏の2050年までの各市区町村の人口を予測し

たものです。東京圏、1都3県を中心とした地域の人

口のピークは2015年頃で全体がなだらかに減ってい

く様子がわかります。折線グラフのピンク線が75歳

以上の後期高齢者の人口割合で、青線が65歳から75

歳までの前期高齢者の人口割合です。

これまで2030年までの将来人口予測をしています

が、2030年から2050年の間に団塊ジュニアが後期

高齢者にさしかかります。団塊の世代が高齢化した二

十数年あとに団塊ジュニアが追いかけていきますの

で、2回の大きな波が来ます。特に東京では団塊ジュ

ニアが集まっていますから、東京は将来2段階の高齢

化の大きな波に見舞われるわけです。

図表13では、さらに東京の特色として、従来の都

市の典型的な家族は、夫婦と子供2人の4人家族でし

たが、今は夫婦と子供1人の3人家族を典型的な家族

として描こうとしますが、将来は夫婦のみの世帯が少

し増えて、もっとも増えるのが単独世帯です。その結

果、2050年の典型的な世帯というのは単独で、世帯

人員が１人になる可能性があります。

図表14～17で国勢調査が始まった1920年から現

在までのデータと、2050年までの人口将来予測に基

づいて、東京圏（千葉県、東京都、埼玉県、茨城県、

神奈川県）の各市町村にどのように人が住んできたの

か、あるいは住もうとしているのかを表現してみまし

た。

1920年には（図表14）、東京23区の中心に実際

に人が住んでいます。戦後間もなく（図表15）、東京

都あるいはその近辺の市町村に人が広がって東京中心

の密度が低くなり東京中心は業務、商業の場所になり、

現在は東京圏全体に拡散している状態です。
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コンパクトシティーという言葉がありますが、人口

減少時代は、東京圏の中心にみんなが住めるようにな

り、人が集まってくるという見方もあります。しかし、

むしろ郊外にもそれなりに人が住んで、中心の人口密

度はやがて現在よりは低い密度で、拡散的に都市が構

成されるのではないかと予測しています。これも将来

の人口減少化における特色ではないかと考えています。

図表18は、都心からの距離帯別に棒線の青が

2000年、赤が2030年、黄が2050年の人口密度を

表したものです。これを見ると、都心3区では2030

年に向けて人口は若干増加しそれから減少するという

ことになります。都心から少し離れた郊外についても

横ばいで、それなりの人口密度が維持され、結果とし

ては、人口密度が少し低くなりながら、全体に人が住

んでいるという状態が出現するのではないかと考えます。

私は、人口減少社会を逆都市化時代と呼んでいます

が、その時代にどんなまちづくり、地域づくりをして

いくべきなのかが後半のテーマです。

ヨーロッパの都市は、EU全体では人口的に大きな

塊ですが、一つひとつは小さな国です。日本、中国、

インドのようなアジアの人口巨大国に比べると小さい

国ではありますが、言うまでもなく文明、生活レベル、

社会システムが発達している国が多くあります。

社会保障、福祉でよく話題になるスウェーデンの人

口は約900万人、情報産業で有名なフィンランドの人

口は約500万人、ヨーロッパの中心都市も数十万とい

うオーダーですが、良い社会制度を作って暮らしてい

ます。

それぞれの人口の段階で堅実に国を運営している先

例がありますので、1億人、7000万人、それ以下の

人口では幸せな国がつくれないということもありませ

んので、人口について心配することはそれほどないと

楽観しています。

これまでの日本は高度に発達した文明国をつくった

と国内外で言われていますが、人口密度が高い都市が

多いので混雑しています。住宅にしても、所得のばら

つきも少ないために大勢が同じような住宅を望みま

す。したがって、住宅が狭い、公園が足りない、交通

機関がすぐに混雑するという混雑現象が泣きどころで

す。

しかし、人口減少社会になれば、土地、鉄道、ある

いは道路に対する需要が少しずつ減っていきます。む

しろ人口減少という条件が与えられたからこそウイー

クポイントである混雑現象を解決しながら、活力のあ

る充実した社会をつくっていくという道が見えてきた

のではないかと考えます。

◆ 還流する田園　　

－都市には自然環境が甦る可能性が－

図表19にあるように、人口減少社会の逆都市化の

意味は二つあります。その一つの柱は、特に大都市で

還流する田園という現象が起こってきます。図表20

の写真は最近の東京都下、多摩川のほとりにある市の

郊外の都市計画でいう市街化区域の風景で、右側に畑、

左側に河岸段丘、この上にも畑があって町につながっ

ています。

図表20の下の数字にあるように、1995年に777

戸であった専業農家が2000年には1294戸と専業農

家が増えています。つまり、サラリーマンをやめて、

もっぱら農業をやっている人がこの5年間で増えてい

るということです。

トレーサビリティーが高いと消費者から評価された

り、ボランティアで農作業をやろうという人が集まっ

て、都会で農業をする条件がそろってきています。ご

承知のように日本の都市計画法の用途地域制度では、

住宅系と商業系と工業系の3種類に分けられて、これ

を12に細分化します。しかし、生産緑地という過渡

的な制度は存在しますが、都市計画のゾーニングの中

に農地はないのです。

東京でも人口、世帯が減少すると住宅が余るという

現象が拡大していきますと、農業スペース、オープン

スペース、あるいは地震など災害時の避難スペースと

して、農地の存在は多角的に評価できます。つまり、

図表20のように、うまく農地や斜面緑地を残してい

くことが、これからの知恵の生かし所になると思われ

ます。

図表21はアメリカのカリフォルニア州デービス市

の例ですが、遠くのほうに200戸ほどの建売住宅地が

開発されています。開発業者がアイデアを出して、住

宅地の真ん中にサンクチュアリー（調整池）をとって、

人間が入れない自然な場所にして、鳥が飛んできたり、

雑草が生えるに任せ、水を張って沼状にして、この周

りを住宅地開発して販売したところ住宅がよく売れた

わけです。

住民の身近に自然環境があって、それを眺めたり観

測したり、環境に異変があった時に自分の身を守るこ

とができるなどの安心感、あるいは癒しを買うという

のが購買動機となります。
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図表18

図表19

図表20

図表21

出所：21COE「都市空間の持続再生学の創出」東京　　
都市圏グループ作成

出所：大西撮影

出所：大西撮影



図表22は、日本で生まれたプロジェクトです。埼
玉県越谷市では、武蔵野線駅を新設して、レイクタウ
ンという2万人規模の開発事業を進めました。「町の真
ん中に調整池をしつらえて、楽しみながらみんなが住
む」という宅地開発のコンセプトを掲げていた実例で、
住宅地開発はもういらないという時代に生き残ったプ
ロジェクトです。図表23は、同じプロジェクトのス
ケッチです。
図表24は、千葉県の三番瀬で、遠くにうっすら見

えているビルが幕張新都心で、横に長い屋根が幕張メ
ッセです。この写真は浦安の埋立地から三番瀬の干潟
で潮干狩りを楽しんでいる風景越しに幕張を見ています。
以前、遠景にあるオフィスビル群や住宅地の前面に

広がる海が埋め立てられようとする計画がありました
が、干潟を守ろうという自然保護の観点と埋め立てて
も開発事業として成り立たないのではないかという事
業上の心配から埋め立てが中止されました。都市に近
い自然環境として干潟、浅海（図表25）を残すこと

になり、今は干潟の保護と修復をどう行うかを検討し
ています。
戦後50年の開発事業は、畑、田んぼ、農地があれ

ばめいっぱい人が住めるように開発しよう。あるいは、
海は埋め立てられないかと考えてきました。しかしこ
れからの50年は、今までとは全く違う方向で、いか
に大都市の中に自然環境を残し、田園をどう取り入れ
ていくのか。あるいは、水辺をいかに人間の居住の場
所とうまく結びつけて保存していくかが大きなテーマ
です。人口圧力から解放される時代は、都市に自然環
境を甦らせるために知恵を働かせれば「還流する田園」
を実現することができます。
逆都市化時代は、都市の真ん中はそれなりの人口密

度で、都会的に住む、マンションに住む人も多く、郊
外にも文字通りまさに田園的なところに住むような人
も増えてきます。農家と一般の住宅が混在するような
地域も出てきますので、これからは都市計画がまちづ
くりの大きなテーマとなります。
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◆ 拡散する都市　　

－地方では、都市的な活動が可能に－

大都市の郊外、あるいは地方都市で都市的な活動が

できるようにすることも逆都市化時代の大きなテーマ

です。特に仕事をするために大都市に行かなければい

けないということではなく、情報通信をいかし、技術

の応用を進めてあらゆる場所で仕事ができる時代をつ

くっていく必要があります。

図表26のテレワークは、毎日オフィスに通わずに、

自分の家、自宅周辺の適切な場所で情報通信手段を使

って働く人が、2年前にすでに日本の労働力人口の約

16％になっています。電子メール、インターネット

が身近になってきたので働く場所が多様化しています。

インフラに目を向けても、エネルギーは重要な生活

手段です。図表27の絵は燃料電池が家庭に普及した

図で分散型発電、あるいは熱供給と言われています。

遠くの発電所から延々と線を繋げなくとも、各家庭で

発電ができる時代になり住宅立地、居住地の自由度を

高めることになります。

図表28の燃料電池を自動車に積むと燃料電池車が

できます。自動車は公害の観点から、CO2も出ますの

で地球温暖化にとっても悪者で、燃料電池車（電気自

動車）が普及していけば、人口密度の低いところの交

通手段としては重要な役割を果たすと同時に公害、

CO2から無縁な交通手段として使えます。

手段を行使して、自然環境、伝統文化を楽しみなが

ら、都市的な生活、進んだ仕事、現代的な仕事をした

いと思う人が郊外や地方都市でも活動ができる手段が

普及していく「拡散する都市」の実現が可能です。

逆都市化時代は、大都市では自然環境が還流し、地

方では都市的な生活が拡散する、日本のどこでも自然

を楽しみ、かつ最先端の文明、文化、仕事の環境を楽

しめる社会の構築ができるようになると考えます。
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図表23

図表22

図表27

図表26

図表28
図表25

図表24出所：都市再生機構提供

出所：都市再生機構提供

出所：大西撮影

出所：千葉県資料より

出所：国土交通省調査より大西作成

出所：公開HPより転載

出所：公開HPより転載



◆ 地方分権

逆都市化時代の将来都市像を実現するためのキーワ

ードは分権と参加です。

90年代に進められた地方分権化の制度がなぜ必要

かというと、市町村が自分たちにとって一番身近な自

治組織だからです。日本では自治体という言葉があま

り使われず、公共団体という呼び方が一般的です。

自分たちにとって一番身近な政府である地方自治

体、市町村の意思決定、あるいは行政のアクティビテ

ィーに参加することと、その参加する場である市区町

村に権限が移ってくる分権は、まさに身近な自治体の

中で出会うという意味で参加と対になっていることを

特に強調したいと思います。

ストレートに考えますと、分権されているかどうか

の判断は条例の数でするべきではないかと考えていま

す。従来の中央集権は、法律、その下に政省令、末端

には通達がありました。中央官庁が作成する通達が、

いわば法律を解釈するマニュアルで通達に基づいて行

政の運営をするという中央集権的なシステムはできて

いましたが、もっとも重要な規則として法律が存在し

ますので、それに基づいて行政が行われなければいけ

ないのは当然です。身近な市区町村が、法律を踏まえ

てどのように行政を進めていくかのルールが条例です。

図表29は、石川県金沢市のまちづくり関係の条例

です。金沢市長は現在全国市長会の会長をつとめるベ

テランで、助役時代から条例を手がけられてきました。

金沢市長は「条例は1度つくったらやめられない。な

ぜやめられないかというと、職員が一生懸命勉強する。

法律との関係、議会で通るか。住民に支持されるか。

そういうことを考えながらつくらなければいけないと

いうことで、職員が非常に勉強する。行政の長として

は重要なやり方だ」ということです。

条例には、法律の裏付けのある条例が委任条例、法

律の裏付けがなく地方自治法に基づいてつくる自主条

例があります。例えば都市づくり、地域づくりでは個

人の財産権に対抗することも必要ですので、法律の裏

付けのある委任条例が特に重要で、一番新しい都市関

係の法律である景観法も委任条項が盛り込まれています。

最近の法律のスタイルで条例ができることを前提と

して法律はできています。いわば条例と法律の役割分

担という発想が法律の中にも生まれてきています。し

たがって、その発想をうまく生かして条例をつくるこ

とが自治体の課題になっています。その条例を図表

30～32で紹介していますが、各市町のホームページ

で紹介されていますのでご興味があったらご覧ください。

◆ 住民参加

地方分権の一方で、住民が主体となって地域づくり、

まちづくりに自ら参加することが重要です。

図表33のとおり住民の参加には四つのステップが

あります。

一つは「足による投票」という形態です。参加とは

意思を表示することですが、自分たちの意思表示を足

で行うというのは、自治体の気候風土ではなく、政策、

つまり行財政によって住む自治体を選ぶということで

す。もちろん行財政の多様化、分権の結果、自治体の

政策が多様化することが前提で、多様化された自治体

の中から自分の考えに合う行政、あるいは自分の生活

パターンに合う行財政、税徴収をしているということ

で住む自治体を選ぶということです。

二つ目は、「手による投票」という形態です。手に

よる投票とは選挙で、首長あるいは議員への立候補、

さらに直接選挙、住民投票ができます。やや間接的で

すが、政策について直接投票ができるということにな

れば、手による投票の幅が広がり重要な参加の形態に

なります。

より直接的な形態として政策立案に参加する「知恵

による投票」があります。最近では、市民委員、審議

会の市民枠の公募をする自治体が増えています。例え

ば市民から、政策の主張を文章で提出してもらった中

から選ぶという手続きを通して市民代表が選ばれま

す。選ばれた市民の意見が何らかの政策立案に反映さ

れます。あるいは、パブリックコメントなどの機会に

意見を述べると、それが施政に生かされます。知恵を

出す市民の意見が政策に反映されるというのが知恵に

よる投票です。

特に主張したいのは図表33の一番下の「知恵の実

現」です。よりストレートに反映できるのは自分の知

恵をそのまま実現することですが、社会のためになる

ことを、自らやろうという活動が増えています。

「知恵の実現」について2つの例を見ます。
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図表29 図表31

図表30

図表32

図表33

逆都市化時代のキーワード
－分権と参加－

出所：大西作成

出所：大西作成

出所：大西作成

出所：大西作成

出所：大西作成



14 15

第１部 「逆都市化時代－人口減少期の地域づくり－」 不動産調査月報

図表34のソフトエネルギープロジェクトは、再生

可能エネルギー、自然エネルギーを普及させようと考

えている神奈川県のＮＰＯ法人です。神奈川県は、ス

ウェーデンに匹敵する人口で、スウェーデン１国の方

針、判断、政策と同等の重要性があるというわけです。

太陽光発電の普及については、神奈川県のような都

市部では、マンションに住んでいる人が大勢いて、自

分の屋根がない。こういう人たちに１口１カ月500円、

年間6000円の寄付を募り、寄付金をベースにして、

屋根が余っているところに太陽光発電を取り付けま

す。学校が典型ですが、南向きの大きないい屋根があ

るところに話を持ちかけて、設置のノウハウ、労力は

NPOが提供します。

稼働を始めると学校側はエネルギーを節約できるの

で基金に還付してもらおう。そういうことで太陽光発

電を付けて回る活動を広げていこうとしています。つ

まり、自然エネルギーの普及ということを県あるいは

市当局に訴えるのではなくて、自分たちで一つひとつ

増やしていこうという活動です。

2つ目として、図表35の横浜でLRT（路面電車）

を市民たちの手で運営しようということです。もちろ

ん有料で走らせるわけですが、足りない部分は寄付や

人の協力により走らせようという意気込みです。この

ように公益的市民の活動は数多くありますが、活動資

金が常に問題になります。

図表36は、2004年12月に市川市は条例のもとで

市民活動団体支援制度を制定しました。今年の1月に

市内で活動する公益的な団体、ＮＰＯ法人に市内で行

いたい公益的な活動を提案してもらいました。

図表37の制度の仕組みにあるように、提案には支

援金と同額の予算を自分たちで用意できるという条件

で支援を受ける内容を提案します。

ある事業でこの制度を使って50万円の支援を受け

たいのであれば、自分たちも50万円を用意し合わせ

て100万円で活動するということです。84件集まっ

た中で3件だけ趣旨にそぐわないということで却下さ

れましたが、採用された81件の事業内容が市民に紹

介されています。

図表38にあるように紹介された中から市川市民は、

一番支持する活動を一つ選び何らかの方法で市に知ら

せます。例えば5番の活動を支持したい場合、平成16

年に納めた個人住民税の1％を市を通じてその団体に

支援する権利を市民が持っています。つまり、去年、

個人市民税を50万円納めた人は自分の支援できる権

利が5千円となります。

市川市には22万人の納税者がいて、個人市民税の

総額が300億円ですので全員が権利を行使すると3億

円が動くことになります。初年度は残念ながら千数百

万円が動いただけですが、約5000人の方が参加して

います。

市川市内で行っている公益的活動だけでは資金が不

足していますので、支援の輪を広げるために税金に着

目したわけです。納税者は税金を納めますが、使途は

個人の意のままになりませんが1％については個人の

判断を入れてもいいのではないかという趣旨です。

図表39は納税者が決める住民税の使途の表ですが、

本当は寄付がいいやり方ですが、制度の壁があるため

に市が間に立って支援するという仕組みを考えて条例

化したものです。

図表40～41の制度は、ハンガリーが発祥の税額寄

付方式の制度です。日本では、市川市が始めた個人市

民税で支援する制度に関心を持っている自治体が増え

てNPO、公益活動支援の輪を広げていこうとしてい

ます。こうした仕組みで金銭的な支援の輪も広がり、

市民の公益的な活動を助けようとしています。

これは参加の形態でいう「知恵の実現」です。自分

たちの社会に自分でかかわりたいと思うことを、意思

表示したり、投票したりするだけではなくて、実践し

ようという人が現れた時に、サポートする仕組みも必

要です。まさに萌芽的に市川市で現れ浸透し広がって

成熟しています。

今日の話をまとめると、人口減少時代、一人の

役割が重要な時代に新たな地域づくりができるのでは

ないかと期待しています。

図表34

図表35

図表36

図表37

図表38

図表39

図表40

図表41

出所：NPOソフトエネルギープロジェクト資料より大西作成

出所：NPO横浜にLRTを走らせる会資料より大西作成

出所：市川市資料より大西作成

出所：市川市資料より大西作成

出所：市川市資料より大西作成

出所：大西作成

出所：大西作成

出所：大西作成



日本の人口がいよいよ減り始めます。高齢化、

そして過疎化、社会はいったいどうなるのだろうかと

いう不安を抱えています。日本の経済はどうなるのだ

ろうか。年金制度は維持できるのだろうか。暮らしは

どうなるのだろうかという不安の声がある一方で、い

や、これから人口が減る時こそ、私たちがこれまで手

にすることができなかった、真の個人の豊かさを獲得

するチャンスになるのではないかという考え方もあり

ます。社会が縮んでいく中で豊かで持続可能な町、あ

るいは地域とはどんなものなのでしょうか。今日は

2050年の日本に思いを馳せながら、パネリストの皆

さんと考えていこうと思います。

まず、2050年はどんな時期なのでしょうか。図表

１の人口のグラフ左側は2000年の人口です。人口が

１億2660万人のころは、団塊世代がいて、団塊ジュ

ニアがその下の層をつくっています。2030年になり

ますと、団塊の世代がかなり高齢になりまして、団塊

ジュニアがいよいよ高齢化のとば口にさしかかろうと

しています。そして2050年、団塊ジュニアは80歳

代になる一方で、働き手となる若い世代の人口が縮小

を続けています。この2050年の高齢化率、つまり

65歳以上の人口が総

人口に占める割合が

3 5 . 7 ％ 、 お よそ

36％にも達しようと

いう超高齢化社会に

なります。まず、松

谷さんにお話をうか

がいます。

日本経済全体の規模は今後の人口の減少、中

でも労働力の大幅な減少によって縮小に向かう可能性

が極めて高いと思われます。そうしたことに対して、

日本の国力や国際的な地位が低下していくのではない

かという意見がありました。しかし、例えばドイツ、

経済規模は日本の半分です。それではドイツの国力が

果たして日本の半分なのかどうか。あるいは、フラン

スの経済規模は日本の3分の1です。では、フランス

の国際的な地位は3分の1なのかどうか。要するに経

済というのは、経済全体の規模でとらえるのではなく

て、むしろ人口１人当たりの経済規模でとらえるほう

が実態をよく表していると思います。

図表2のグラフは国民所得を表しています。下にあ
る黄色の国民所得は日本経済全体の規模です。その上
の赤い線は人口１人あたりの国民所得です。私の予測
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ジャーナリスト

池上　彰
Akira Ikegami

1950年、長野県生まれ。慶応義塾大学
経済学部を卒業後、1973年にNHKに
記者として入局。松江、呉での勤務を経
て報道局社会部で、事件・災害・教育問
題・消費者問題などを担当。科学・文化
部記者を経て、報道局記者主幹。1994
年4月から11年間「週刊こどもニュース」
に出演。2005年3月、NHKを退職して
フリーのジャーナリストに。
著書「そうだったのか！現代史」「なる

ほど！日本経済早わかり」「ニュースの地図帳」ほか。
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コーディネーター
ジャーナリスト

池上　彰

パネリスト
政策研究大学院大学教授

松谷　明彦
パネリスト

東京大学先端科学技術
研究センター教授

大西　隆

パネリスト
青森大学社会学部教授・
ジャーナリスト

見城 美枝子
パネリスト
岩手県知事

増田　寛也

パネリスト
（財）日本不動産研究所顧問

飯田　英明

人口減少時代はどうなるのだろうか？

政策研究大学院大学教授

松谷　明彦
Akihiko Matsutani

東京大学経済学部経済学科、同学部経営
学科卒業。
1970年大蔵省入省。主計局調査課長、
主計局主計官、横浜税関長、大臣官房審
議官等を歴任後、学界に転身。1997年
から現職。専門はマクロ経済学、社会基
盤学、財政学。著書に、「人口減少経済
の新しい公式」（日本経済新聞社）、「人
口減少社会の設計」（中央公論新社）な
ど。59歳。

経済活動に見合った豊かな国民生活が得られる
―経済の体質変化をさせていくチャンス―

図表1

池上 松谷

（VTR開始)

人口減少。この言葉が今後の私たちの社会のあり方を考えるうえでの重いキーワード

になろうとしています。この半世紀あまりに倍増した日本の総人口は、戦後の経済成長

を支えながら１億2700万人を超えました。そしていま少子化によって人口はついに減

少に転じようとしています。2050年の人口はおよそ１億人と推定されています。この

急激な人口減少は社会にどのような影響を及ぼすのでしょうか。

街頭インタビュー　　

若い世代に聞く。

「人口減少をどのようにとらえていますか？」

男性「日本の景気だとか国力だとか落ちていくことになるんでしょうね。それ自体、

あんまりいいことじゃないと思いますね。」

男性「働く人口が増えていかないと、本当に自分らが年取った時にどうなるんだろう

というのは非常に思いますので。」

男性「いや、住みやすくなってよくなるんじゃないのかなと思いますけど。」

女性「いま日本は人が多すぎるし、地球全体が、あんまり人間が増え過ぎて地球が

汚れるよりは、自然に減っていくものはべつに減っていっても構わないと思いますが、

経済的な問題とかがあるのもわかってます。」

人口減少につれて日本の経済規模は縮むと言われています。一方で増加する高齢者を

支える社会保障費は急速に増えています。社会が大きな変化の波に洗われるこれからの

時代に、一人ひとりが安心して暮らせる活気ある都市、地域はどのようにして築けばよ

いのでしょうか。人口減少時代の地域づくり。そこにはこれまでにない新しい知恵が求

められています。

世界にも類を見ない急速な人口減少に、対応するにはこれまでの社会の仕組みを大

きく替える必要があります。その道筋は・・・。

－2050年の日本に思いを馳せて－

図表2



岩手県はトップランナーと言ってくださいま
したが、岩手県はいままで2、3周遅れと言われ続け

てきたわけです。

岩手県では「がんばらない宣言」をこだわって言っ

ています（図表3）。岩手県は2、3周遅れで、常に東

京を目指してボリューム勝負でやろうとすると、追い

つけ追い越せ、がんばれがんばれと言うことになりま

す。その言葉は岩手だけではなくて、日本の過疎地域

と言われているところ、あちこちでの共通の現象だっ

たのではないか。しかし、地域で見ればいろいろな価

値観があるだろう。がんばらないという言葉を県知事

が推奨するとは何事だと県内で怒られたりもしていま

すが、がんばらないという価値観、多様に物事を見て

いくことにこだわり続ける、がんばりたいというのが、

この「がんばらない宣言」の趣旨です。

岩手県に遠野市というところがあります（図表3－

②）。この遠野で一昨年、どぶろく特区を取得しまし

た。その途端に全国からずいぶんお客様がおいでくだ

さるようになりました。その第１号でとった民宿は2

年ぐらい先まで満杯なのではないでしょうか。地元の

遠野市の人たちは、どぶろく特区をとっただけでこん

なに注目されるのか。どぶろくというのは毎年、県内

どこでも普通に飲んでいるものですから、みんなびっ

くりしています。しかし、おいでくださっている皆さ

ん方にとっては、どぶろくが公然と飲めるというのは

新しい価値なんですね。

ですから、われわれ遠野、岩手から見るとごくあた

りまえのことですが、多様な価値観をプラスに持って

いくというような見方を常に持って、地域づくりをし

ていくという考え方をわれわれは持ち続けていきたい

と思っています。

続きまして、見城さん、東京と青森と両方を

活動の舞台にしていらっしゃいます。両方から見て、

これからの人口減少社会をどのように見ていらっしゃ

いますか。

では2030年の国民所得は2000年に比べて15％ほ
ど縮小すると考えられます。しかしこれを国民１人あ
たりで割ってみた１人あたり国民所得は、多少山なり
にはなっていますが、2000年と2030年でほとんど
変わらないことをご覧いただけると思います。つまり、
経済は小さくなっても、国民一人ひとりをとってみれ
ばいまより貧しくはならない。加えて、これはかなり
の確率をもって予測されることですが、人々の暮らし
はいまより豊かになるかもしれない。こういう変化が
あろうかと思います。

よく言われることですが、日本は経済活動のわりに
国民生活は貧しいではないかという指摘があります。
どうしてそうなるかというと、経済の中で、例えば工
場や道路をつくることを経済学的には投資と言います
が、その投資の割合が非常に大きいのが日本の特徴で
す。しかし、これからは労働者が減って、経済も小さ
くなりますから工場や道路もそんなにつくらなくてい
いということになります。つまり、経済の中で投資に
回る割合が少なくなり、消費に回る割合が大きくなる
ということですから、これまでのように働いたわりに
は貧しい国民生活ではなくて、活発な経済活動に見合
った豊かな国民生活が得られる。このように変わって
いく可能性があるし、逆に経済の体質変化をさせてい
くチャンスとも考えられます。

決して暗いわけではないという話を最初から
いただきまして、何か明るい見通しが持てそうな気が
してきましたが、続きまして、大西さん、都市開発の
面でいま東京などの大都市圏への一極集中というかた
ちが続いていますが、これがどうなっていくのか。あ
るいは、どうすべきなのか。いかがでしょうか。

都市再生、都市をどうしていくのかについて

は、東京は一般の民間開発も現実にかなり進んでいる

ところで、政府が放っておいてもある程度の整備が行

われていく場所ですが、そうではない各地方の拠点に

なるような都市がどういうふうにして地域社会の中心

として地域を支えていくのかが、日本にとって一番大

きな課題ではないかと私は考えています。

かねがね富士山より八ヶ岳のような都市の構成を日
本全体としてとったほうがいいと考えています。富士
山というと、東京だけ、ほかはなしです。八ヶ岳は八
つですから、北海道から九州まで、いろいろなところ
に都市の拠点があるといった構成になっていくことが
望ましいと考えています。全国の100万ぐらいの都市
圏がすべてすでに安泰だとは言いませんが、大いに期
待できる面があるのではないかと考えています。

岩手県知事の増田さんにお話をうかがいま

す。岩手県というのは人口減少の点ではすでにトップ

ランナーを行っているわけです。そして、いま大西さ

んから八ヶ岳型という話がありましたが、岩手県はそ

の八ヶ岳の一つの峰になりうるのかどうかという点も

含めて、どういう問題意識を持っていらっしゃいます

か。
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東京大学先端科学技術
研究センター教授

大西　隆
Takashi onishi

1948年　愛媛県松山市生まれ。1975
年3月東京大学工学部都市工学科卒業。
1977年東京大学大学院工学系研究科修
士課程修了・都市工学専攻。1980年7
月工学博士。82年2月長岡技術科学大学
工学部助教授、84年2月アジア工科大学
助教授、87年5月マサチューセッツ工科
大学客員研究員を経て、88年東京大学
助教授、95年同大学教授現在に至る。

要職として、日本都市計画学会副会長、経済産業省産業構造審議会委員、国土交
通省国土審議会委員。主な著作として「地域計画の新展開」（単著）日本地域開
発センター　1998年、「分権改革の新展開に向けて」（共著）日本評論社
2002年、「都市再生のデザイン」（編著） 有斐閣　2003年、「都市を構想す
る－都市工学講座」（編著） 鹿島出版会　2004年、「欧米のまちづくり都市計
画制度」（編著）ぎょうせい　2004年、「逆都市化時代」（単著） 学芸出版社
2004年など。

岩手県知事

増田　寛也
Hiroya Masuda

1951年生まれ。77年東京大学法学部
卒業後、建設省（現国土交通省）に入省。
千葉県警察本部交通部交通指導課長、茨
城県企画部鉄道交通課長、建設省河川局
河川総務課企画官等を歴任し、94年12
月同省建設経済局建設業課紛争調整官で
退職。
95年4月岩手県知事に就任し、「がんば
らない宣言」の提唱や政策評価システム
の導入など県政改革を意欲的に推進。

2003年4月の知事選では全国初のマニフェストを掲げて3選を果たす。全国知
事会地方分権推進特別委員会委員長、21世紀臨調副代表（知事・市町村長連合
会議座長）なども努める。

『がんばらない宣言』
―多様な価値観をプラスにする見方を―

富士山より八ヶ岳のような都市構成を

図表3-①

図表3-②

池上

大西

池上

増田

池上



各先生方が大変明るい未来をおっしゃいまし
たが、現時点では私が例えば青森に行きますと青森の
方々からあまりいいお話は聞こえてきません。経済的
に逼迫しているわけです。青森ばかりでなくて、仕事
がら南から北、いろいろなところに行きますが、皆さ
ん、だいたい静かになっているということを現実とし
て感じます。
皆さん、のんびりしていらっしゃるし、結構あきら

めていらっしゃるけれど、私などはこんなに空気がお
いしい。こんなにおいしいものが採れる。魚も食べら
れる、安い。なんでここであきらめてしまうのだろう。
実際に青森大学に都会からやってくる学生たちがとて
もいい子になるんです。いい子というのは心やさしい
ということですが、ペースがまさにゆっくり、ゆった
り、スローフード文化と同じようになってきて、なる
ほど、環境というものが人をもう1度よみがえらせて
くれるのだということも実感しました。
私は新環境都市宣言というのをすべきだと思ってい

ます。空気がいいのだから、それをこれから汚すよう
なことにあくせくすることはない。おいしいものが採
れるのだったら、急いでファストフードにしていくこ
とはない。おいしい地元料理をもう1度見直す。住ま
い方を見直す。それを東京に発信していくということ
が新たにできるんです。
各地域がゆっくり立ち上がって、自分たちのペース

で築き始めることが大事です。いま各地に行って、特
に青森等へ行きましてそういうことを感じます。

では、飯田さん、再開発プランナー、専門家
として、人口減少社会の中で地域の再活性化、再開発
はどうあるべきだと考えていらっしゃいますか。

これから土地の問題を考えていくうえで、東
京と地方というふうにとらえてみると、新幹線網が整
備新幹線も含めてこれから整備され高速道路も建設さ
れていきますと時間距離はどんどん縮まっているわけ
です。したがって、人口も減少しますが、日本列島も
ダウンサイジングしている。このあたりを今後、まち
づくりにどのように生かしていくのか。先ほど大西先
生から地域の拠点となる都市を今後どのようにしてゆ
くのかというお話がありましたが、これからの50年
先を見通すと人口減少と同時に各自治体では財政問題
に当面すると思います｡これまでに造られてきたイン
フラを維持管理してゆくのも容易ではない時代に入っ
てくる｡必然的に拠点となる地域に人々は生活の場を
移して行くことになる｡いま、如何に中心市街地活性
化を推進するかが問われていると思います｡今後考え
ていかなければならない開発コンセプトとして、この
ことが、前提としてあると思います。
もう１点、日本のまちづくりは、大半が街を観光化

するようなまちづくりでした。それはそれで一つのや
り方ですから、それがだめということではないけれど、
本当のまちづくりは地元に住んでいる方たちのため
の、快適な、安心して住める、その街で楽しく過ごせ
る。そういうものがキーワードになるのではないかと
思います。

－インフラ整備の今後－

まちづくりを考えていくうえで、どうしても

考えなければいけないのは、地方自治体の財政事情で
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す。これから人口が減っていくと財政事情はどうなる

のかを、兵庫県を例にして見てみようと思います。兵

庫県の場合は都市と中山間部、それから山間部、いろ

いろなところが入っている県ですので、ここでの例を

見てみましょう。予測データをご覧ください。

図表4の左は2000年の兵庫県の人口で、555万人

です。これが2050年には455万人で2000年より

およそ100万人減ってしまう、20％も減ってしまう

と推定されています。高齢化率はどうなるのかという

と、65歳以上の人の総人口に占める割合ですが、

2000年の17％が36％にと2倍以上です。とりわけ

要介護の高齢者数はおよそ10万人から57万人へ増加

すると見込まれています。その一方で15歳から64歳

までのお金を稼ぐ生産年齢人口は378万人から239

万人にまで減っていくだろうと推計されています。

働いて稼ぐ人がこれだけ減るわけですから、財政は

どうなるのか。図表5左側の2000年に7兆円あまり

あった財政規模が、2050年には５兆円あまりにまで

減ってしまうだろう、26％も減ってしまうだろうと

考えられています。この予算で現在の制度やお金の使

い方を基本的に変えないで考えますと、社会保障関係

費が大幅に増えます。これでは簡単に財政が破綻して

しまうので、公共事業を絞ろうということにしまして、

新規の建設は一切しない、今あるものの維持、更新に

絞るという前提にしても、公共事業関係費がこれだけ

かかるということになります。

松谷さん、こうなりますと、そもそも都市のインフ

ラ整備どころではないということになってしまいま

す。

今のお話しは財源面から見たインフラ整備の

余地ですが、実はそれ以外に、これからは経済が縮小

し日本全体として利用できる資源もまた減っていくと

いうことを考えなければなりません。いくらお金があ

っても資源がないから公共事業ができないという面も

あるわけです。

図表6でご説明しますと赤い線は財源面ではなくて

資源面から見て、これ以上、公共事業は日本としてで

きない。つまり、例えばセメントや鉄鋼がないという

状況です。つまり最大限度です。問題はその下です。

公共施設でも当然、維持改良は必要ですし、耐用年数

がありますから更新投資も必要です。そうしたものを

推計したものがこの下の青いグラフです。この赤いグ

ラフから青いグラフをとったところが新規の公共投

資、つまり新しい公共施設をつくることができる余地

青森大学社会学部教授・
ジャーナリスト

見城　美枝子
Mieko Kenjo

早稲田大学大学院理工学部研究科修士終
了。1999年4月より同博士課程に在籍。
日本建築の研究を進める。TBSアナウン
サーを経て、フリーに。海外取材を含め
55ヶ国以上に訪問。現在青森大学社会
学部教授。建築社会学、メディア文化論、
環境保護論を講義中。著作、対談、講演、
テレビで活躍。リヨン社より“会話が苦

手なあなたへ”好評発売中。公職として、国土審議会北海道開発審議会、技術研
究開発評価委員会、国土技術政策総合研究所研究評価委員会（国土交通省）、社
会保障審議会委員（厚生労働省）、中央教育審議会（文部科学省）。

『新環境都市宣言』
―環境が人を甦らせる―

（財）日本不動産研究所顧問

飯田　英明
Hideaki Iida

1965年日本大学経済学部卒業。同年 財
団法人日本不動産研究所入所システム開
発部コンサルタント室長、名古屋支所長、
調査企画部長、理事を経て、現職。不動
産鑑定士、再開発プランナー。街づくり
コーディネーターとしての地域づくりや
日本橋浜町三丁目西部地区第一種再開発
事業のほか数多くの再開発事業審査委員
等をつとめる。著書等には、「再開発マ

ニュアル」（社）再開発コーディネーター協会（共著）、「不動産開発事業のスキ
ームとファイナンス」清文社（共著）等。

住民のためのまちづくりを
―キーワードは、安全、快適、楽しく―
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日本の財政事情



です。これから人口減少社会に向かってさまざまな公

共施設が必要だと言われながら、新規事業ができる余

地はこのように年々、急速に小さくなっています。

間もなくまったくできなくなるということで

すね。

そうです。そして、2020年代の前半ぐらい

になりますと、この両方の線がクロスしています。こ

こまで来ると、既存の公共施設についてすら十分な維

持、補修ができないということになるわけです。例え

ば、いままでであれば耐用年数が来れば道路をやり直

した、橋を造り直したということですが、逆に耐用年

数が来ても更新しない。公共施設の総量を抑え込んで

いく。そうすることによって全体としての維持、補修

費を抑えていく。

これまでは整備していくのがあたりまえだっ

たのを、どこかであきらめるものを選別していかなけ

ればいけないことになるということですね。

そうです。

地方の財政事情は厳しくなるということです

が、増田さん、県知事としてこういう見通しをどうお

考えですか。

半世紀あとまでのレンジで考えると、特に中

山間地域は、一言でいえば集落の再編成のようなこと

を行政課題としては考えていかなければならないので

はないか。行政がやることだから強制移転と思われる

と困りますが、いま居住の基本は自由で、利便性を考

えながら全国に散らばっています。いままでは、いか

に道路や下水道を整備するかという拡大延長整備のサ

ービスの量、水準を自治体は競っていましたが、もう

限度に来ているのは間違いないと思いますので計画論

で全体を抑えていかなければならないということが一

つあります。

それから、維持管理についてはもっと工夫が必要で

はないか。例えば雪国では除雪はきちっとていねいに

やっていますが、除雪何センチというレベルの問題が

あります。それから、そもそもそういった除雪的な作

業は、地域のコミュニティーでやっていましたが、行

政がサービスを競うような時代になって全部税金でや

るように変わったことが維持管理の費用の増加につな

がっています。除雪に限らず、例えば家の前の道路の

清掃、河川の清掃などは地域にお願いするというふう

な工夫も必要でしょう。

－二つの取り組みから－

そういう地方での取り組みを取材してきたも

のがあります。これからの人口減少社会で地域はどの

ように生きていったらいいか。二つの取り組みをいま

から見ていきます。高齢化した町の仕立て直しに挑む

北海道の室蘭市、それから住民の自立による地域経営

に挑む岩手県の田野畑村です。この二つを続けてどうぞ。
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人口減少時代の地域づくり

マツナガさん

（VTR）

北海道室蘭市

明治時代の末期から鉄鋼の町として栄えた北海道の室蘭市は、町の規模が急激に縮小

したことから新たな地域づくりを迫られています。室蘭では戦後、鉄鋼産業が大きく成

長したことから最盛期の人口は18万を超えました。しかし、ここ30年ほどの間、鉄鋼

生産の不振や合理化などによって労働者が減り続け、室蘭市の人口は2005年、10万を

切りました。

室蘭市の中心市街地の一つ、輪西地区です。地区のなかほどにあった企業が撤退して

活気が失われていましたが、2001年、その跡地に新たなショッピングモールができた

ことで流れが変わりました。ショッピングモールは郊外から移転してきた市民会館と一

体化した建物です。行政と地元商店会の協力によって地区の中核施設ができました。

モールには商店会から17店舗が出店しました。モールの建設と出店費用を長期ローン

で借り入れての新たな挑戦でした。商店主の1人、マツナガヒデキさんはモールの実現

を推進したリーダーの１人です。アイデアと努力次第で町のにぎわいは取り戻せると考

えてきました。

「30年ぐらい前になるんでしょうかね。室蘭で2番目ににぎわう町という

ことで、中通りという商店街の通りが、いつも人の肩触れ合うような状態で、すごくに

ぎやかな商店街だったですね。」

2005年、モールをひと回りすれば日常の買い物が済ませられる便利さもあって、輪

西地区の人出は次第に回復していると言います。この勢いをさらに加速させようと、

マツナガさんたちはまちづくりへの積極的なかかわりを進めています。それは高齢者に

とって便利なまちづくりです。いまショッピングモールの向かい側では病院の建設が始

まっています。市内での移転先を探していた診療所の話をマツナガさんたちが聞きつけ、

この場所に誘致したものです。

「日常に便利な町をめざしています。買い物も便利だよとか、近くにちゃ

んと銀行や病院もあるよ。この医療施設ができあがれば、またわれわれのまちづくりに

対して一歩進む大きな起爆剤になるのかなと思っております。」

室蘭市では郊外の住宅地で高齢者が増えていることが町の課題になっています。人口

が増え続けた時代、平地の少ない室蘭では、郊外の傾斜地に住宅地が広がりました。住

民の多くが高齢化した現在、険しい坂道が暮らしの妨げになり始めています。

高齢世代の女性「交通の便利が悪い。車が上がらない時、あるでしょう、冬になったら。」

高齢世代の女性「足が痛くなったので買い物に歩くのに車でしょう。病院、行くのも。

だから、車代に追われているほうですよ、病院代よりも。」

室蘭市内には企業が撤退した跡地が数多くあります。遊休地を利用して郊外に住む高

齢者の住み替えが実現できないか。その方法を探る協議会が9月（去年9月）から動き出

しています。行政や商工会、不動産開発業者などがメンバーです。

アイデアの一つは、商店や病院など、施設が整った中心地区に高齢者向けの住宅を整

備して、坂の上から住み替えてもらう方法です。空いた家は賃貸住宅として整備し、子

育て世代や移住希望者が低料金で住めるようにします。

商店街を核にした地域づくりを進めるマツナガさん。その努力が少しずつ形になり始

めています。ショッピングモールに設けられた子供連れの家族の交流スペースは、暮ら

しの情報交換の場として注目されるようになりました。さまざまな世代の人が集まり、

支え会う町がマツナガさんたちの目標です。

「例えばここの施設でも、いつもあそこに座っているおばあちゃんがいるな。

今日、あのおばあちゃんが来ないけど、大丈夫なんだろうかというような会話がされる

わけですよね。人口が減った中でもいい町をつくっていくというのは、お互いの顔が見

えて、だれが何をやっているかがわかって、あいつがあれをやっているんだったらおれ

は協力するわとかいう友情関係とか、お互いのやっていることが見えながら、カバーし

合えるような関係ができれば、もう少し町がよくなるんではないかなと思っています。」

マツナガさん

マツナガさん

池上

松谷
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◆ 住人が担う公共サービス

二つの町の取り組みをご覧いただきました。

都市をコンパクトにするという北海道、室蘭での取り

組み。そして、田野畑村では地域を維持するために労

力を提供するだけではない、自分たちでお金まで出し

合うという取り組みがありました。この田野畑村の現

在の高齢化率、つまり65歳以上の人口比率はおよそ

29％です。ずいぶん高齢化しているなと思うかもし

れませんが、2050年の日本全体の高齢化率は36％。

つまり、2050年には日本は今の田野畑村よりさらに

高齢化が進んでいるはずだということです。

同じ岩手県の増田知事、この取り組みは、皆さん、

なかなかがんばっていらっしゃいますね。

地域で信頼できる人が動く。きちっと説明す

る。そして、何に使われるかというのが透明性を持っ

てはっきりわかる。これが顔の見えるよさ、田野畑村

のよさだと思います。東京ですと、街頭募金がありま

すが、みんな顔のわからない人同士ですから、まずそ

こで疑問が出てきます。岩手のこれが将来の日本の一

つの縮図ですから、この顔の見えるよさを、この関係

をいかにあちこちでうまく使っていくかというのが一

つのヒントではないかと私は思います。

見城さん、二つの取り組みはどうですか。

戦後から個人の自由、個人が豊かにと、一人

ひとりに向かってずいぶん駆け足で欲望も膨れ上がっ

てしまった。だから、いま逆に一人ひとりがグループ

になっていく。ひと昔かふた昔前の日本は、ご近所と

いうのは当然あって、それによって活性化や何か、力

があったはずなのが、すっかり分散していたものを、

いま取り戻しつつあるんだということを教えていただ

きました。ご近所の大切さです。

ご近所の大切さということですが、ご近所の

大切さを、岩手県の場合、どのようなことをやってい

らっしゃいますか。

昨年からご近所介護ステーションというのを

つくり出しています。

いままでの基本は、施設介護ですと収容人員50人、

100人の特養ホームをつくりますと、もちろん重度の

人たちは施設介護ということになりますが、どうして

もそれだけの敷地を確保するとなると郊外になってし

まって、周りに何にもないから１度入ってしまった人

は外へ全然出ない。どんどん固定化するというふうで

した。たしかにお金も8億、10億かかります。

でも、よくよく町なかを見ると、空き地、空き家、

空き室が多くなったものですから、本当にわずかなお

金ですが、500万を限度に改修費を出しまして、そこ

にグループホームで数人の皆様方に入居していただい

たあと、お隣同士、ご近所の皆さん方のお力も借りな

がらケアをしていこう。それをできるだけ複数つくる。

例えば中に入っている人たちが近所でお買い物をすれ

ば、それは商店街振興にもつながりますし、必ずしも

福祉だけではなく波及効果も出てくるだろうという考

え方です。

これからの高齢化社会の中で、高齢者が集ま

ってみんなで生活していこうというグループホームの

考え方や取り組みがありますが、日本全体としては福

祉の費用が増えて財政が圧迫されるという事情があり

ます。これについては、松谷さん、まちづくりをどう

考えていけばいいのでしょうか。

これからの人口構成を考えますと、年金を受

け取る人は増える一方、それを負担する人は減る一方

です。どう考えても年金が長期的に続くとは考えられ

ない。むしろ破綻する可能性が極めて高いと思います。

考え方を変えて、高齢者の生活コストを下げること

を考えてみたらどうか。お金を渡すのではなくて、生

活のコストを下げるわけです。例えば高齢者用の安い

賃貸住宅を供給することにすれば、コストは下がりま

す。その結果、年金の給付水準を多少下げても、それ

ほど生活を圧迫することにならない。住宅というのは、

かなり長い間使えます。年金の負担とこうした住宅を

つくって維持していく負担を計算しますと、賃貸住宅

を建てて維持していく負担のほうが安そうです。これ

までの年金制度はどちらかというと人口構造が若く

て、人口が増えていった時代にこそ適合的な制度だと

いえるでしょう。これから人口減少社会に向かって、

そうした高齢者の対策についての発想を転換する必要

があろうかと思います。

◆ 中心市街地活性化

室蘭での中心の町、中心市街地をどう活性化

するかという取り組みがありました。大西さん、この

取り組みを全国で展開していくためには何が必要でし

ょうか。

2004年、総務省で全国の中心市街地につい

てのこれまでの政策を総括して評価してみました。ほ

とんどの市街地の取り組みは、思った成果を上げられ

ず中心市街地はさびれていく一方だったわけです。そ

ういう結果を目の当たりにすると、中心市街地という
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サトウさん

オクチさん

（VTR）

岩手県田野畑村

岩手県の北部にある海に面した山村、田野畑村では、住民が一丸となった新たな取り

組みが行われています。村の人口は昭和35年の6500をピークに過疎化が進み、現在

は4500。高齢化も進んでいます。村を支えてきた漁業と酪農が働き手不足によって縮

小したことで村は深刻な財政難にあえいでいます。行政コストを大幅に切り詰めるため、

去年から始まったのは公共サービスを住民自身の手で行うという試みです。

山間にある甲地地区です。69世帯、230人あまりが暮らしています。地区の自治会

では従来は村が行っていた村道の維持、管理を肩代わりしています。村内すべての自治

会が全長125キロある村道脇の除草を行っています。冬には自前の除雪機を使い、歩道

や高齢者世帯の周囲の雪かきをしています。敬老会の催しは村がホテルを借りて行って

いましたが、自治会の主催に切り換え、公民館などで行いました。こうした取り組みの

積み重ねにより村の支出は年間およそ400万円節減されました。

「この地区ではよいとりって、お互いに手伝い合ってやるのをよいとり。

あと、結とか言います。そういうのから来て何でも共同でいままで、昔からやってきた。

そういう気持ちがあるから受け入れやすいのではないでしょうか。理解しやすいという

か。」

自治会のリーダー、サトウさんとオクチさんは、去年、地域住民の団結の大切さを改

めて感じる体験をしました。それは地区の公民館の建て替えにまつわる出来事でした。

公民館は自治会の行事や冠婚葬祭など暮らしのさまざまな場面で利用されています。

去年、自治会では老朽化が激しくなった公民館の建て替えを村に相談しました。しかし、

財政難の村は建て替え費用の1割にあたる300万円あまりを自治会が負担するよう求め

てきたのです。2人は早速、住民を集めました。300万円をどうするのか。2人が示し

たのは、69世帯すべてが一律に5万円を出資するという案でした。高齢者世帯には容易

な出費ではありません。

「これはみんなの財産だというのをまずいって、一人ひとりに権利がある

んだということにして、そうすると負担金は5万円なんですけれども、5万円以上の価

値、1人あたり十何万ぐらいの価値があるということをまず皆さんに説明して。」

話し合いの結果、自治会の全員から賛同を得ることができました。5万円を1度に支

払った人もあれば、数回の分割で支払った人もいました。地域活動の足場として欠かす

ことのできない公民館。新しい建物は住民の絆の証です。

「 「 一番大切なのは、自治体のみんなが一緒になってやることだと思います。

一人ひとりの気持ちでなく、みんなが寄り合って楽しむのが、いまからの人口が少なく

なっていくうえで、また高齢化になった時の高齢の人たちのためにもそのほうが必要な

んだろうと。」 田野畑村では道路の維持管理をはじめ70項目にわたる公共サービスを

住民自身の手で行うことが検討されています。自立した住民による地域の運営が始まっ

ています。

オクチさん
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ショッピングモールの欠点は、そこでお金を

使わないと長い時間いられないというところにありま

す。どうもまちづくり、中心市街地というと経済活動

を中心に考えられがちですが、これから町の中心にあ

るのは、経済活動を軸に考えられたものではなくて、

あるいは特定の目的を持つものではなくて、そこで何

でもできるような空間こそが求められるのではないか

と思います。

これからは寿命が伸びます。人生の中に余暇時間が

増えるということです。技術が進歩してくると労働時

間も短縮してきます。したがって、これからは余暇時

間が増える一方です。しかし、これから貧しくはなら

ないけれど、年々豊かになっていくようなこれまでの

経済とは違います。いかにしてお金をかけないで、そ

の長くなった余暇時間を有意義に過ごすかということ

が重要になってきます。そこでお金をかけずに楽しめ

るような空間こそが、これからのまちづくりにおいて

必須のものになってくるのではないかという気がします。

飯田さん、そういうふうにお金をかけない、

商店街、ショッピングセンターだけでない、そこでお

金をかけずに豊かに暮らせるまちづくりが必要だとい

うお話がありましたが、いかがですか。

図表7はテキサスのサンアントニオにあるリ

ヴァーウオークという地区です。森の中の商業施設と

いうようなコンセンプトでつくられています。リヴァ

ーウオークというのは4キロから5キロの散策ができ

ます。

図表8のように散策道の両側にレストラン、若い芸

術家が展覧会を開けるようなスペース、シンフォニー

やジャズの演奏ができるステージを対岸から聞くなど

１日中楽しめる快適な空間を演出しています。快適な

都市をつくる時にこういうアイデアを都市の中にどん

どん入れ込んでいく。これからの街づくりのキーワー

ドは「環境を造る」こと、ゆったりと快適に生活がで

きるような中心街や居住環境が求められることになる

と思います｡地球環境を守るという観点からも「都市

そのものを森でつつみ込む」ぐらいの大胆な発想が必

要ではないかと思います｡日本の都市はアメニティー

という点では相当遅れをとっています｡個人が家を建

てる場合でもマンションを建設する場合でも、自分の

敷地の中はいろいろ考えて庭などを造るのですが、地

域の環境を考えるという習慣が有りませんね。不動産

を有効に活用するということは自分だけがよければい

いという考え方では決してよい環境は生まれません。

行政は勿論ですが市民や企業も参加して快適な街づく

りをして行こうというパートナーシップが重要です｡

それと中心市街地を快適な生活の場に造り替えていく

というときの重要なポイントは単に建物の整備をする

というようなことではなく、そこにうまくビジネスを

造りだすかが課題になると思います｡

こういうところにショッピングモールがあれ

ば、お金も使わないでゆったり生活ができる。1日過

ごすことができるわけですね。環境を生かしたまちづ

くりの話が出ました。増田さん、岩手県の取り組みの

中で、これからの人口減少社会でスローな生活の中で

エネルギーについても岩手ならではの使い方があると

いうお話しをいただけますか。
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言葉をもう１回考え直してみる必要があるのではない

かと思います。

つまり、護送船団方式をやめてトップランナー方式

に変えるということだと思います。同時に、商店街と

いう言葉をもう封印する。商店街という言葉自体が護

送船団を表しています。その中で一番遅れている人に

合わせて商店街の催しをやろう。一番遅れている人は

シャッターを閉めているわけですから、みんな閉める

という方向に行ってしまうわけです。

そうではなくて、中で一番やる気のある人の足をみ

んなが引っ張らないように例えばＡという商店街に1

人、隣のＢという商店街にもう１人いたら、この2人

が組んで新しい場所に新しい催しを始める。それは室

蘭市のモールかもしれません。それはトップランナー

が集まって新しい試みをするのをみんながサポートす

るということをしないと、新しい芽は育っていかない

と思います。

私がいろいろなところに行って見てきまして

も、成功したまちづくりには本当にそういう方がいら

っしゃいます。行政の方がサポートしていることもあ

ります。キーパーソンが１人いてもできないけれど、

2人いると、2人で組んでよくやっていますね。

この間、湯布院に行ってきました。湯布院というの

はたった2軒の温泉の店主が、ごく近くに別府という

大きなところがあって、大きいものを真似ても負けて

しまう。自分たち独自のものをというので、2軒の温

泉宿のご主人が始めたことです。

私がすばらしいと思ったのは、とにかく小回りのき

くまちづくりになっていることです。もう一つ重要な

ポイントは、キーパーソンに続いて町の文化です。そ

こへ行くと町の文化の香りがします。食べ物にしても

そうですし、竹籠とか木のいろいろなものを売ってい

るけれど、ただ、昔のようにお土産ものを売っている

のではない。そこに陶芸なら陶芸の先生が引っ越して

くるとか、木の細工をする先生が来て、それなりに独

自のものを作られるとか、そういうことで魅力的なも

のが徐々についてくるのです。これも大事ですね。

飯田さん、この中心市街地の再開発について

どうお考えですか。

日本のまちづくり、都市計画はお役所主導で

やるものだと一般の人たちもみんなそう思っています

が、今後は公共のみではなく、以前にもまして市民や

企業が参加することを考えていかなければいけないの

ではないか。まちづくりをするためには、必ず予算と

権限がないと、だれがやるといってもできないのです。

一つ参考になるのは、イギリスでブレア政権になって

以降、ＲＤＡ（地域開発公社）という組織が財源と権

限を持って、イギリスの中を九つぐらいのブロックに

分けて、そこに必ずＲＤＡを置いて、地方の自治体、

コミュニティー、ボランティアの人たちと一緒に開発

の戦略を立て、この間には多くの専門家が関与して、

実行していく。予算もＲＤＡに全部集まってきて予算

措置（Single Programと呼ぶ）もする。もちろん

できあがったことに対する評価も当然あります。そう

いう権限と予算と責任を持ったかたちの日本版RDA

のような制度をつくり上げていかないと、まちづくり

はうまくいかないのではないかと思います。

増田さん、新しいまちづくりをする時に、旧

来型で言えば行政が音頭をとってこうしなさいよとや

ってきたけれど、そうもいかない。地元の人たちがま

ず立ち上がることによって初めて実現するところがあ

ります。そこで、地元の人たちが立ち上がれるように

行政として、ああしろこうしろではなくて、サポート

したり、誘導したり、ヒントを与えたりすることもで

きると思いますが、いかがでしょうか。

中心市街地での国の補助金制度で中心市街地

が再生するとだんだん味気なくなってさびれていくよ

うな気がしています。例えば一関市の中心市街地へ行

くと、道路はきれいに整備されて広くなっています。

それから、カラー舗装で歩道が変わったりしています

が、向かい側の商店との距離がずっと離れてしまって

ますますさみしくなっています。少し不便ですけれど、

逆に車道はグッと狭くする社会実験を盛岡市などいく

つかの市でやっています。

画一的なメニューではなくて、地域の実情に合った、

できれば基礎自治体の市町村がお金を自由に使えるよ

うなかたちにすると同時に、地域の核となる人がプラ

ンナーとしてしっかりいて、そこをうまくサポートす

るシステムですね。これもいつもお叱りをいただくの

ですが、行政はどうしても人が替わります。地域にい

る人はずっとそこにいるので、ミスマッチ、ギャップ

が出てきて信頼感がどうしても欠けてきます。ですか

ら、地域にきちっとした人、プランのできる人、それ

を実行できる人がいて、それを行政がシステムとして、

たとえ行政で人が替わったとしてもうまくサポートし

ていけるようにする。これは一番身近な市町村でない

とできないと思うので、全体の方向を変えていく必要

があるのではないかと思います。 図表7
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一つは図表9の風力発電です。北海道、東北

地方は風力の面では条件がいいわけですから、風力発

電をできるだけ数多く県内にエネルギーとして生み出

していこう。これは岩手だけではなくて、北海道、東

北でずいぶん見られているものです。

もう一つ、図表10のペレットストーブがあります。

岩手県は北海道に次ぐ面積がありまして、森林が8割

あります。山というのは適度に間伐しないと保全され

ませんので、できるだけ間伐材を有効活用しようとし

ています。あるものは集成材の材料にしていますが、

その時にチップが出ます。そのチップをさらに固めた

ものをペレットと言いまして、ちょうど風邪薬のカプ

セルのようなかたちをしていますが、これを熱エネル

ギーとして使い、一つのビジネスモデルとしてできる

だけいろいろなところに普及させていきたいと思って

います。

人口減少社会の中での環境を生かしたまちづ

くりについて、どうすればいいのか。皆さん、何かア

イデアがございますか。ご提言がありますか。それで

は、見城さん、大西さんお願いいたします。

日本人にとってふるさとを感じるのは里山の

景色だと思います。ですから、田園都市といっても、

西洋的な田園都市ももちろんいいかもしれないけれ

ど、いかに里山的なまちづくりができるか。期待でき

るのは、東京だけでも都内で400件ぐらい貸し農場が

あるのですね。2400円/月ぐらいで借りられる。こ

ういうことをもう少し全体に広げるべきだと思ってい

ます。

近場に農地がある。そこで自分で野菜など作る。野

菜などを作ると、私の知り合いの方は2人で生活して

いてあり余ってしまうというので、ときどきお裾分け

に持っていらっしゃいますが、そのぐらい野菜、葉物

はできるのです。いま自給率が悪くて45％ぐらいで

すが、せめて自分で葉物類を作れば、日本の50年後

は自給率が良くなると思います。最初に豊かな暮らし

ができるとおっしゃった時に、これを加えていただけ

れば私も賛成します。自分でちょっとしたところで農

園をすることができる生活ということで、新環境都市

宣言をぜひするべきだと思います。

見城さんが里山と言われたので、私は里海の

話をしたいと思います。図表11の三番瀬というとこ

ろ、浦安、市川、船橋から来られている方がいたら、

その先の海ですけれど、遠くに幕張の新都心を見て、

手前は干潟ですね。こういう風景を残そうというわけ
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です。埋め立てをしても、その先の幕張のような格好

で利用しようとしてもお客さんがいないのではない

か。あるいは、住宅地の埋め立てをして売ろうとして

も住宅も余っている。開発事業としても成り立たない

という結論になったのです。自然保全と開発事業とし

て成り立ちにくいという両方が相まって、ここは残そ

う。ここは里海という表現がぴったりなので、例えば

市川の海岸については親水性の高い護岸をこれからみ

んなで考えながらやっていこうということが進んでい

ます。

おそらく都市の中にこういう場所が川沿い、海沿い

で増えていくというのが、人口減少社会の特色の一つ

になるのではないかと思います。

◆ 中山間地域の維持
先ほど岩手県知事の増田さんがペレットの話

をされました。山林は手を入れないと荒廃してしまう

という問題があります。しかし、これからの人口減少

社会の中で果たして山林を維持できるのかという問題

が出てきます。

図表12のデータがありますのでご覧いただきたい

と思います。再び兵庫県の例です。兵庫県は山間部と

都市部があるから例に出しました。兵庫県の人口減少

を見ますと、県全体としては2050年までに現在より

も20％人口が減りますが、均一に減るわけではなく

て、例えば北部の但馬地域では46％も減ります。そ

れ以外もおよそ40％近く、淡路でも40％近く、これ

だけ人口が減っていってしまう。全体も減るけれど、

とりわけ中山間地域での人口減少が大きいということ

になります。中山間地域で人口が減ってしまいますと、

ここでの山林、山地を維持できなくなってしまうので

はないか。これは結局災害にもつながるのではないか

という問題が起きてきます。こういうところをどう維

持していくのかという問題が出てきますが、増田さん、

中山間地域をたくさん抱えていると思いますが。

例えば山林のところについて、もう1回きち

っとたしたゾーニング（地域分け）が必要ではないか。

きちっとした財としてまだ価値のあるところがあるわ

けです。先ほどのペレットストーブのような、チップ

をさらにペレットにして、それを地元で使うことによ

って、みんなの力で支えていけるような地域もある。

それから、水源地はやはり守らなければいけませんか

ら、それはその観点で保全するところもあるでしょう。

そうではなくて、自然環境的なかたちでほとんど手を

入れずに、逆に置いておいても大丈夫なところもある。

このようにしっかりとしたゾーニングをまずして、だ

れがその地域の維持をしていくのかという役割分担を

しっかり決めることだと思います。

農地もゾーニングが不明確になっていて、宅地期待

で、耕作放棄地がそのまま捨てられているようなとこ

ろもあります。これからの食糧生産のことも考えなが

ら、どこをどのようなかたちで守っていくのかという

ことをまずはっきりさせて、そこからそれに応じた手

段を導入していくべきではないかと思っています。

とにかく人口が減っていくわけですから、中

山間地域あるいは農村地帯の人がどんどん減ってい

く。その中で、人がどこに住んで、どこで生産するの

かというのをしっかり線引きしていくことが必要だと

いうことです。それと同時に、農業をどう維持してい

くかという問題も起きてきます。見城さんいかがです

か。

◆ 農業の活性化
農業人口が200万を切ってしまったわけで

す。農業人口が減って、耕作地域も減ってというふう

に減る話ばかりですが、私はいま「100万人のふるさ

と回帰運動」というのをボランティアでやっています。

それはやはり団塊の世代が大量に出てきますが、自分

のふるさと以外のところでも第2の居住地点を持つ。

農業の参加の仕方も、専門家になって生産農家にな

るのもよし。パートタイム農家でもよし。いろいろな

ふるさとにターンしていくことで日本の農業を活性化
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できないかと思っています。現実に、うちの地域に来

てくだされば住居はこういうかたちで提供しますと、

日本中の市長さん、町長さん、皆さんが手を上げてく

ださっていますから、これは団塊の世代が決心さえす

ればいろいろ動き出すと思います。

大西さん、これからの国土を考える時に、先

ほど富士山型から八ヶ岳型へというお話をされました

が、八ヶ岳型にするうえで農業の大切さもあると思い

ます。その点はどうですか。

都市計画に農地というカテゴリーを新たに増

やすべきだと思います。都市計画、先ほどゾーニング

という言葉が出ましたが、用途地域制といって都市の

土地を大きく住宅系と商業業務系と工業系に分けてい

ます。そこには農業というのは入っていませんから、

市街化区域という都市的な地域にある農地はいずれ開

発されるという前提です。しかし、東京を含めて全国

の都市の中にある農地が全部開発される可能性はゼロ

です。その必要もないし、むしろ残しておいたほうが

オープンスペースとして役に立つ。もちろん生産とし

ても役に立つ。そういうことなので日本でも都市計画

に四つ目のカテゴリー、農地を入れて、都市の中の農

業環境を守っていく時代になってきたのではないか。

実際に東京の多摩地区では専業農家が増えているとい

うような統計もあります。多様な住まい方が都市の中、

あるいは都市の外で行われることも人口減少社会の特

色にしたいと思います。

2050年に向けての人口減少社会の中で何を

すべきか。皆さんからいろいろなお話をいただきまし

た。最後に、いまからすべきことは何か。そして、こ

ういうふうに発想を変えるべきだよというキーワー

ド。この二つを順番におうかがいしたいと思います。

私は時間がもたらす豊かさをもっと重視していくべ

きではないかと思います。時間がもたらす豊かさの反

対というと、お金がもたらす豊かさということになり

ます。お金で買える幸せということになります。どう

も戦後の日本はお金で買える幸せばかり追求してきた

のではないかと思います。お金で買える幸せばかり考

えるから、これからの人口減少社会は暗いと感ずるの

ではないかと思いますが、一方で、先ほど言いました

ように、労働時間を短縮する、寿命は伸びる、時間は

増える一方です。したがって、時間がもたらす幸せを

むしろ求めていくべきではないか。

まちづくりもお金をかけずに自由な時間が過ごせる

ような空間。こうしたものを基幹部分としてつくるべ

きではないかと思います。同時に人々も、豊かさ、幸

せをお金で人から買うのではなくて、自分が持ってい

る時間の中で自分自身で豊かさをつくり上げていくよ

うな発想の転換、努力が求められる。そういう時代に

なるのではないかと思います。

私は公共的あるいは公益的な活動に市民、一般の国

民が積極的に参加するようになるきっかけが21世紀

の初頭あたりにできて、それが発展していくことが大

事だと思います。

いままでは中央、地方の政府の役割になっていたの

でしょうが、アイデアも民間の一般市民がいろいろ持

っている。しかも、政府を小さくしていくというよう

なことになると、財源としてもいろいろな工夫をして

いかなければいけない。ＮＰＯの活動などもいろいろ

なところでできていますが、当初は税金の一部を使う

こともあると思いますけれど、そういう人たちがもっ

と積極的に活動していく舞台が必要ではないか。そう

なると世の中が、政府の活動と民間の活動の間に市民

の活動というのがだんだん育っていくと思います。こ

れが生き甲斐という意味でも重要だし、活動の結果も

社会に役に立つ。

ぜひ市民活動をもっと成長させるきっかけの年にな

ればいいなと思っています。

2050年は団塊の世代ジュニアが80歳ぐらいにな

る時代というのでずっと想像していましたが、今日か

ら団塊の世代ジュニアを一人前にするのがまず第１だ

と思います。振り返れば、団塊の世代ジュニアという

のは昭和50年頃の狂乱物価の時に生まれ、そのあと

には1億総中流化が始まっています。その産湯に浸か

って育ってきてしまったあの坊やたち、お嬢さまたち、

どうしましょう。一人前にならずに来てしまったとこ
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ろを、今日をかぎりに団塊の世代ジュニアは一人前に

なる決意をしていただくこと。本当の大人になって、

自分たちの町のことは自分たちでするというふうにな

ってくれば、お金に惑わされた中流ではない。町のこ

ともやる。それでまた仕事もする。そういうかたちで

の本物の1億総中流時代の始まりの第1歩になってほ

しいと思います。

2005年はまさに人口増の天動説から人口減の地動

説に変わるという年だと思います。2050年に住む人

たち、未来を担う、今でいう子供たちの代弁者はだれ

かと言えば、昔は天才のガリレオが出てきたのでしょ

うが、今は政治家なのだろうと思います。今の時代、

リーダーは選挙で選ばれるわけですから、自治の原点

はみんなで築いていく。リーダーはきちっとしたビジ

ョンを言う。今はたしかに逆で、当面、苦しくなるか

もしれないけれど、将来のためにそれが豊かさにつな

がるのだったら、毅然として全体のビジョンを唱える

リーダーを選んでいく。そういうことをみんなで育て

ていきたいなと思います。

日本では、従来、土地の利用に関しては所有権が絶

対でした。所有権というのは分解すれば、使用、収益、

処分という三つの権利が包含されていますが、いつま

でも所有権絶対というのを主張し続けてのまちづくり

はこれから難しいだろうと思います。

これから2050年に向けては人口が減ってくるとい

うことですから、不動産の需給に関しては緩和の方向

に向かわざるをえない。土地開発をしようとする時、

「先祖伝来の土地だから」という一言で話が終わって

しまうようなことではなくて、自分たちが住む街を自

分たち自身でこれから快適な、魅力ある街にしていき

ましょうという方向へいかに転換させるか。意識改革

をしていくか。都市計画3法の改正が予定されていま

すが、冒頭に申し上げたように我が国の街づくりは予

算と権限と責任が明確にされないまま行われてきまし

た｡これからは地方自治体の権限が強くなっていくと

思われますが、そこでのまちづくりは人口減少・高齢

化社会を迎えても、財政逼迫の折りから如何にうまく

資金調達（例えば米国でのTIF制度・BID地区・

MSP・英国でのGap Funding）をしながら中心市街

地等を活性化していくかの知恵が必要となります｡そ

のような都市計画制度・市街地再開発事業等の法制度

の体系的整備が今後のテーマ、あるいはキーワードに

なるのではないかと思います。

ありがとうございました。これからの地域を考えた

時、どこにどんな町を新しくつくっていくのか。これ

までどおりにはいかないわけです。中心市街地をつく

るのか。あるいはまったく新しいところに目的性を持

って町をつくるのか。あるいは中山間地、過疎地のと

ころでもどうするのか。どこかにみんなが集約されて、

そこに住むことによってその地域を守っていくといっ

たあり方はないのだろうか。そして、それは行政だけ

ではなくて、それぞれ住んでいる地域の人たちがリー

ダーとなって自分たちで町をつくっていかなければい

けないのではないか。その時に環境の果たす役割、あ

るいはそこで暮らす楽しい生活、ゆったりとした生活

ということをこれから考えていかなければいけないと

いうお話がありました。

2050年の日本人たちが、「あの頃何とかしてくれ

てよかったね」と今の私たちに感謝してくれるような

地域づくり、国づくりを私たちはこれから考えていか

なければいけないと思います。今日は長い時間、あり

がとうございました。
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2050年に向けて、いまからすべきこと

松谷 時間がもたらす豊かさを重視して

大西 政府、民間の間に市民の活動を

見城 団塊世代ジュニアを一人前に

増田 全体のビジョンを唱えるリーダーを選び、育てていきたい

飯田
まちづくりへの方向転換、意識改革が今
後のテーマ

池上 2050年の人たちに感謝される国づくりを

池上

池上

大西
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